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 日本貸金業協会 

業務企画部 

 

ローン等の媒介時における貸金業登録の必要性について 

 

 金融庁が令和７年１月 31 日に示した、貸金業法第 2 条第 1 項第 3 号の規定に関する 

法令解釈について、本協会として要点をまとめました。 

本資料をご確認いただき、ローン等の媒介に関して法令等に抵触することのないよう

十分ご留意下さい。 

 

 

１.「媒介」は原則貸金登録が必要 

貸金業法は、ローン等の提供やその媒介など、各種取引にも密接に関連しており、   

金融庁の解釈は、金銭の貸付けやその媒介について、金融機関や、販売事業者自身  

（物品の売買、運送、保管又は売買の媒介を業とする者）がその取引に付随して行う

場合を除き、原則として貸金業の登録を要することを改めて明確にしました。 

 

２.「媒介」における委任先等の第三者は貸金業登録が必要 

売買媒介業者以外の委任先等の第三者が金銭の貸借の媒介を行う場合、「貸金業 

から除かれるもの」には該当せず、当該委任先等の第三者は貸金業の登録が必要と  

なります。 

なお、貸金業登録事業者や販売事業者等が、無登録のものにローンの「媒介」に   

当たる行為を委任することは、コンプライアンス上、重大な問題となりうるため、   

十分に注意する必要があります。 

以上 

（参考）金融庁ウェブサイト 

• 照会文書（照会日：令和 7年 1月 21 日） 

https://www.fsa.go.jp/common/noact/ippankaitou/kashikin/03a.pdf 

• 回答文書（回答日：令和 7年 1月 31 日） 

https://www.fsa.go.jp/common/noact/ippankaitou/kashikin/03b.pdf 

【お問い合わせ先】 

業務企画部貸金戦略課 

TEL 03-5739-3013 

https://www.fsa.go.jp/common/noact/ippankaitou/kashikin/03a.pdf
https://www.fsa.go.jp/common/noact/ippankaitou/kashikin/03b.pdf


※貸金業登録が必要

事例 金銭の貸借の媒介を委任先等の第三者が行う場合（貸金業法第２条第１項関係）

貸金業登録が必要

売主 買主

売買媒介業者 金融機関等

①ローンの申込

③金融機関等の媒介

②ローンの委任等

⑤金銭消費貸借

④顧客の媒介

委任先等の第三者
（コンサルタント等）

※貸金業登録は不要


